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2 平成30年北海道胆振東部地震後の大規模停電 

○ 9月6日3時7分に北海道胆振地方中東部を震源とするM6.7の地震が発生。 

○ 震源地に近い苫東厚真発電所（認可出力計165万kW）が停止し、需要と供給のバ
ランスが大きく崩れて、北海道全域の約295万戸が停電（約2日半後の9月8日18
時現在で停電戸数は約4千戸まで減少）。 

○ 現在、電力広域的運営推進機関において検証委員会を設置し、地震発生から大規
模停電に至るまでの対応状況などを検証中。 

図の出典：地震調査研究推進本部地震調査委員会『平成30年北海道胆振東部地震の評価』（2018年9月） 



3 【参考】地震発生から大規模停電に至るまでの状況（1） 

※第1回平成30年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会資料（2018年9月）に基づき作成 

① 地震発生直後（地震発生〜周波数回復） 

1. 苫東厚真2,4号機停止(発電：▲116万kW:タービン振動検知) により周波数が急低下した 
  加えて苫東厚真1号機の出力が低下した(発電：▲5万kW：推定) 

2. 北本連系設備から緊急的に電力を受電した 

3. 周波数の低下により負荷遮断を行なった(需要：▲130万kW) 

4. 狩勝幹線、新得追分線、日高幹線の送電線故障により、道東エリア及び北⾒エリアが停電(需要：▲約
13万kW)、水力が停止した(発電：水力▲43万kW) 

5. 周波数の低下により風力が停止した(発電：風力▲17万kW) 

6. 周波数の低下が46.13Hzで止まり、回復方向に切り替わった 

7. 中央給電指令所よりバランス停止中の水力・火力発電機に起動指令を行った 

8. 北本連系設備や水力のAFC機能により周波数が一時的に50Hzでバランスした 

② 地震発生直後（送配電線再送電〜負荷遮断2回目） 

9. 狩勝幹線、新得追分線、日高幹線ほかの事故復旧（自動）により道東エリアが復電した 

10. 需要増加により徐々に周波数が低下した 

11. 中央給電指令所の指令により火力の出力が増加した 

12. 苫東厚真1号機の出力が低下した(発電：▲20万kW推定) 

13. 周波数の低下により負荷遮断を行った(需要：▲16万kW) 



4 【参考】地震発生から大規模停電に至るまでの状況（2） 

③ ブラックアウトまで 

14. 苫東厚真1号機停止(発電：▲10万kW推定）したため再び周波数が低下した 

15. 周波数の低下により負荷遮断を行った(需要：▲6万kW) 

16. 知内1号機、伊達2号機、奈井江1号機が停止した(発電：▲34万kW) 

17. 周波数の低下により水力(主に46Hz以下)等が停止するとともに北本連系設備が運転不能となった 

18. 北海道エリアがブラックアウトに至った 

※第1回平成30年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会資料（2018年9月）に基づき作成 

① ② ③ 



5 周波数調整と大規模停電の発生 

○ 電気はその特性上、貯蔵が出来ないため、常に需要と発電を一致させる必要があ
り、時々刻々と変動する需要に対して各発電所の出力を制御し、これによって周
波数を一定に維持。 

○ 仮に大規模電源の停止等によって需要と発電のバランスが崩れると、周波数が変
動して電気機器の運転に影響を与えるだけではなく、一定値以上に周波数が変動
した場合には、発電機の保護機能が動作して系統から次々と発電機が解列（発電
機が電力系統から切り離されること）することにより、大規模停電が発生。 

図の出典：電気事業連合会『電力システム改革を踏まえた今後の安定供給のあり方について』（2013年12月） 



6 大規模停電からの復旧 

○ 全ての発電機が停止した場合、外部電源より発電された電気を受電することなく
発電すること（ブラックスタート）が可能な発電機を運転し、健全性を確認した
送電線を経由して、火力発電所等の起動に必要な所内電力を供給。 

○ 火力発電所等の発電再開後、安定的に供給可能な量に応じて、病院等の重要施設
を優先しながら、順次、送電を実施。 

○ なお、ブラックスタート機能は、火力発電所に比べて所内の補機類が簡素であり、
比較的に小さなパワーを使って短時間に発電機を起動することが可能な水力発電
所（揚水発電所を含む）に具備されることが多い。 

図の出典：北海道電力㈱『調整力コストについて』（2015年10月） 



7 【参考】大規模停電時の分散型電源の活用 

○ 分散型電源については、住宅用太陽光発電において自立運転機能を有するなど、
停電時に電力系統から独立した非常用電源として活用。 

○ 一方で、電力系統全体の供給力として活用するにあたっては、太陽光発電等の出
力変動への対応に必要な調整力を火力発電所等で事前に確保し、周波数を一定に
維持する必要があり、大規模停電の復旧過程における活用には課題。 

図の出典：㈱東芝 ウェブサイト（https://www.toshiba.co.jp/pv/h-solar/consult/faq/index_j.htm） 



8 本事例における議論の主なポイント 

◆ 地震発生から大規模停電に至るまでの対応が十分であったか？ 

・大規模電源脱落時の周波数維持においては、極めて短時間での対応が求められる
ため、自動的に需給バランスを維持する仕組みを構築 

（本事例では、自動的に北本連系設備からの緊急受電や負荷制限装置が動作） 

 

◆ 発電所の立地が集中しすぎているのではないか？ 

・発電所の立地にあたっては、災害リスクに加えて、用地の確保や燃料調達に必要
な港湾設備の整備、経済性などを総合的に勘案の上、検討 

・北海道電力では、災害リスクも考慮して、新しい発電所を他の地区で建設中 

 

◆ 地域間連系線の増強が必要なのではないか？ 

・地域間連系線の増強については、広域機関において増強費用および増強による効
果を算出し、必要性の有無を判断 

・北海道電力では、安定供給確保の観点から、北本連系設備の増強工事を実施中 

 

 



9 【参考】北海道電力の取り組み（石狩湾新港発電所の建設） 

○ 北海道電力では、大型電源の分散化を考慮し、石狩湾新港発電所（LNG）を建設
中であり、１号機（56.94万kW）は2019年2月に営業運転の開始を予定。 

図の出典：北海道電力㈱ ウェブサイト（http://www.hepco.co.jp/energy/fire_power/ishikari_ps/necessity.html） 



10 【参考】北海道電力の取り組み（北本連系設備の増強） 

○ 北海道電力では、北海道と本州を結ぶ北本連系設備の増強工事（60万kW→90万
kW）を進めており、2019年3月の運転開始を予定。 

○ また、直流送電では新開発となる「自励式変換器」を国内で初めて採用し、電力
系統を一層安定的に運用することが可能。 

図の出典：北海道電力㈱ ウェブサイト（http://www.hepco.co.jp/energy/distribution_eq/new_equipment_peculiarity.html） 



11 【参考】設備復旧・応援状況について 

会  社 
応援内容（延べ人数、台数を記載） 

作業員の派遣※ 高圧発電機車の派遣 

東北電力 754名 32台 

東京電力 341名 41台 

中部電力 21名 27台 

北陸電力 161名 14台 

中国電力 180名 16台 

四国電力  95名 10台 

九州電力 136名 10台 

沖縄電力  18名 1台 

合 計 1,706名 151台 

電力各社から北海道電力への応援状況 

※上記の他、高所作業車、サポートカー等の派遣あり 
※東北電力はタンクローリーの人員を含む 

9月19日現在 



12 【参考】大規模停電の海外事例（北米北東部停電事故） 

○ 2003年8月に米国及びカナダで発生した大規模停電は、複数の送電線事故などが
重なった結果、停電規模は6,180万kWに達し、送電系統の復旧に43時間を要した。 

図の出典：(財)日本エネルギー経済研究所『北米東部大停電について』（2003年8月） 


